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長期エネルギー需給見通しにおける
新エネルギー導入見通しとコスト

平成２０年８月８日

新エネルギー対策課

資料２
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長期エネルギー需給見通し①長期エネルギー需給見通し①
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（注） （ ）内は、一次エネルギー国内供給に占める割合。
※は、努力継続ケースの場合の値。
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出典：総合資源エネルギー調査会 需給部会
長期エネルギー需給見通し（平成２０年５月）
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長 期 需 給 見 通 し に お け る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 最 大 導 入 ケ ー ス
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長期エネルギー需給見通しにおける再生可能エネルギーの最大導入ケース

長期エネルギー需給見通し②長期エネルギー需給見通し②

大幅な太陽光発電の導入

単位
2005年度 2020年度 2030年度

実績 最大導入ケース 最大導入ケース

太陽光発電
万ｋｌ 35 350 1300

万ｋＷ 142 1432 5321

風力発電
万ｋｌ 44 200 269

万ｋＷ 108 491 661

廃棄物発電＋バイオマス発電
万ｋｌ 252 393 494

万ｋＷ 223 350 440

バイオマス熱利用 万ｋｌ 142 330 423

その他※１ 万ｋｌ 687 763 716

合計 万ｋｌ 1160 2036 3202

長期エネルギー需給見通しにおける新エネルギーの最大導入ケース

※１ 「その他」には、「太陽熱利用」「廃棄物熱利用」「未利用エネルギー」「黒液・廃材等」が含まれる。



4２０２０ ２０３０２００５

非住宅約４割

２０２１～２０３０
・新築戸建全体約５０万戸／年

の８割に導入

・既築約２５万戸／年に導入

太陽光発電の導入シナリオ（最大導入ケース）太陽光発電の導入シナリオ（最大導入ケース）

住宅用：約３２０万戸

住宅用：約１０００万戸

２００５年の
約１０倍

３５万ｋｌ（１４０万ｋＷ）

３５０万ｋｌ（１４００万ｋＷ）

１３００万ｋｌ（５３００万ｋＷ）

住宅約8割

非住宅約2割

２０１１～２０２０
・新築戸建持家約３０万戸／年

の７割に導入

・既築は５万戸／年に導入

・産業用・公共用ポテンシャル
の概ね１割（ストック）に導入

住宅約８割

非住宅約２割

住宅約６割

２００５年の
約４０倍

・産業用、公共用ポテンシャル
の概ね８割（ストック）に導入
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住宅用太陽光の地域別導入量試算（新築着工統計より）ストック住宅用太陽光の地域別導入量試算（新築着工統計より）ストック

東北地方
２０２０年： ９０万ｋＷ
２０３０年：２８２万ｋＷ

北海道地方
２０２０年： ４２万ｋＷ
２０３０年：１３０万ｋＷ

九州地方
２０２０年：１０２万ｋＷ
２０３０年：３２０万ｋＷ

沖縄地方
２０２０年： ９万ｋＷ
２０３０年：２８万ｋＷ

中国地方
２０２０年： ６５万ｋＷ
２０３０年：２０５万ｋＷ

北陸地方
２０２０年： ６４万ｋＷ
２０３０年：１９９万ｋＷ

関東地方
２０２０年： ３７４万ｋＷ
２０３０年：１１６９万ｋＷ

中部地方
２０２０年：１７２万ｋＷ
２０３０年：５３７万ｋＷ

近畿地方
２０２０年：１４３万ｋＷ
２０３０年：４４７万ｋＷ

四国地方
２０２０年： ３９万ｋＷ
２０３０年：１２３万ｋＷ

2020 2030

北海道 42 130

東 北 90 282

関 東 374 1169

北 陸 64 199

中 部 172 537

近 畿 143 447

中 国 65 205

四 国 39 123

九 州 102 320

沖 縄 9 28

合計 1100 3440

仮に国交省の新築着工統計の都道府県別の新築持家数より
地域別導入量を試算した場合

単位：万ｋＷ
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非住宅用太陽光の地域別導入量試算（建築物着工統計より）ストック非住宅用太陽光の地域別導入量試算（建築物着工統計より）ストック

東北地方
２０２０年： ３３万ｋＷ
２０３０年：２０４万ｋＷ

北海道地方
２０２０年：１３万ｋＷ
２０３０年：８２万ｋＷ

九州地方
２０２０年： ４０万ｋＷ
２０３０年：２４５万ｋＷ

沖縄地方
２０２０年： ４万ｋＷ
２０３０年：２３万ｋＷ

中国地方
２０２０年： ２２万ｋＷ
２０３０年：１３７万ｋＷ

北陸地方
２０２０年： １９万ｋＷ
２０３０年：１２１万ｋＷ

関東地方
２０２０年： ６６万ｋＷ
２０３０年：４０７万ｋＷ

中部地方
２０２０年： ４６万ｋＷ
２０３０年：２８８万ｋＷ

近畿地方
２０２０年： ４５万ｋＷ
２０３０年：２７８万ｋＷ

四国地方
２０２０年：１２万ｋＷ
２０３０年：７５万ｋＷ

仮に国交省の建築物着工統計の都道府県別の産業用
建築物数より地域別導入量を試算した場合

2020 2030

北海道 13 82

東北 33 204

関東 66 407

北陸 19 121

中部 46 288

近畿 45 278

中国 22 137

四国 12 75

九州 40 245

沖縄 4 23

合計 300 1860

単位：万ｋＷ
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新エネルギー・蓄電池のコストを含めた導入コスト新エネルギー・蓄電池のコストを含めた導入コスト

再生可能エネルギー導入コスト

2009-2010 2011-2020 2021-2030
約1兆円 約１１兆円 約２０兆円

○太陽光発電
太陽光発電導入コストについては、２０３０年に向けた太陽光発電ロードマップ検討委員会報告書（２００４年６月）の２０１０年、

２０２０年、２０３０年に目指す発電コストよりｋＷ単価を算出し、導入コストを算出

新エネルギー、蓄電池を含めた導入コスト試算結果

試算の前提条件

２０１０年 ２０２０年 ２０３０年

２３円／ｋＷｈ １４円／ｋＷｈ ７円／ｋＷｈ

○風力発電
ｋＷ単価を２０万円／ｋＷで一定と仮定し、２０３０年までの導入コストを算出

２００９～２０１０ ２０１１～２０２０ ２０２１～２０３０

６６万円／ｋＷ ２７万円／ｋＷ １５万円／ｋＷ

○バイオマス発電・バイオマス熱利用・太陽熱利用
実例より算出したｋＷ単価及び熱利用状況から１ＭＪ当たりの単価を算出し、導入コストを算出

○蓄電池
鉛電池、ＮＡＳ電池、ニッケル水素電池、リチウムイオン電池などの価格をもとに、家庭、業務、産業、公共用の

導入分野比率や現状の普及状況より一定の仮定を置き、蓄電池なしで設置可能な系統余力：約１０００万ｋＷを考慮し、
導入コストを算出。蓄電池容量は、太陽光発電、風力発電１ｋＷに対し７時間分を設定

上記前提で試算を行うと２０２０年目標までに必要な再生可能エネルギー
の導入コストは、約１２兆円
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今後の課題今後の課題

○系統余力拡大による再精査

○太陽光発電、風力発電に必要な蓄電池容量の精査

○系統側の対策オプションも含めた種類別、設置分野別
に適した蓄電池普及のあり方


